





















































































































































































































報告　者 スキー場名 発　　生　　率 調査年度
斉　　　　藤 スキー講習会 2．2％ S．14
靹　　　　田 志　賀　高　原 1．55％ S．25
奥　　　　田 鳴　　　　　　子 2．4％ S．26
三　　浦　他 志　賀　丸　池 1．54％ S．30
金　　　　田 大　　　　　　山 2．57％ S．32
大　　　　浦 神　　　　　　鍋 0．8～1．0％ S．35
長谷部他 志　賀　　丸　池 1．08％ S。37
〃 石　打　後　楽　園 0．95％ S．37
片　　　　桐 野　沢　　温　泉 1．88％ S．39
黒　　木　他 赤　　　　　　倉 0．45％ S．39
〃 石　打　丸　山 1．13％ S．39
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スキー外傷の種類別
　　　昭和医大整形外科 全日本スキー連盟
外傷の種類
???????
の
?
計
件　数
9，201
4，849
2，916
1，013
238
149
18，366
?
50．5％
26．4％
15．9％
5．5％
L3％
0．8％
外傷の種類
???????
の
?
計
件　数
4，563
3，　314
3，034
252
1，298
118
12，579
o／o
33．5％
27．10／0
24．　2％
2．O％
10．3％
O．go／o
スキー外傷の部位別
昭和医大整形外科
外傷の部位
下
肢
?????????「
節
??????
?????????
件 数
276
7，676
2，444
4，294
152
　12
1，950
329
1，233
?
1．5％
41．8％
13．3％
23．4％
O．　8％
0．10／o
10．6％
1．8％
6．7％
　その後全国的規模の調査は行なわれていないが，昭和32年～38年がピークで，
以後外傷発生率の低下を示す小規模の調査報告が出されている。但しスキー人
口の増加はめざましく，昭和35年に300万～400万といわれていたものが，40年
には600万，そして48年には800万～1，000万といわれている。当然発生件数は
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増加しているわけで，最近では社会問題としてとりあげられるようになってい
る。
IV　スキー傷害の原因
　序文でのべたように，スキー傷害の直接原因は自身の転倒や，他人または障
害物との衝突であるが，間接的な原因は多岐にわたりり一様ではない。しかし
大別すれば，スキーヤー自身の問題とスキー場の施設設備，それに用具服装等
の問題にわけることができる。更に各年代におけるスキー技術そのものも影響
を与えていることは疑いない。いままで述べたスキー傷害実態の推移と，これ
ら間接的原因との関係を年代を追って検討してみたい。
L　明治44年～昭和10年
　オーストリヤのレルヒによって伝えられたスキーは，次第に雪国に拡がった
が，この年代は，いかにスキーをはきこなすかの時代であり，限られた人達の
研究対象の感がある。当然スキー人口も少なく，傷害報告も稀である。むしろ
遭難事故が多く，交通不便な山中に不備な装備で出かけ，気象や雪に対する科
学的知識の不足のため生じたものであろう。
2．　昭和11年～昭和15年
　スキーの大衆化が進み，一般スキーという言葉の現われた時期でもある。競
技スキー，山スキーの外に畑スキーという名で軽蔑されていたゲレンデスキー
が，アールベルグスキー術が伝えられ，シュナイダーの来日もあって多くの入
々の注目するところとなった。スキー入口の増加は当然スキー傷害の発生に結
びついたが，スキーによる怪我は当り前といった風潮もあった時代である。こ
の時代のスキー書には，一万回転んでやっと一人前のスキーヤーという言葉が
あったり，初心者指導は直滑降から始め，停止は転倒することで行なうとされ
ていた。用具はリリエンフェルト式やフィットフェルト式で踵は上ったが，固
定バッケンであるため横の捻れに弱く，足関節部の捻挫や骨折が多くみられた。
又スキーは長大で操作がむずかしく，転倒の際膝をつくことによって膝関節内
側の捻挫も多くみられた。スキー場は始めからスキー場として開発されたもの
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はなく，森林伐さいの跡や，畑，萱場等がそのままスキー場となった。リフト
等の搬器もなく，滑るためには自ら登行しなければならず，そのため狭い，短
かい距離のゲレンデとなり，スピードもあまり出なかった。スキー傷害として
は軽症例が多くみられ，むしろ装備不充分による靴ずれ，まめ，凍傷，雪目の
方が問題とされていた。ただ昭和12年頃からカンダーハー・ビンディングが普
及し，従来に比して踵が上らず固定されるようになり，それに応じてテムポ・
シュブングや前外傾技術等ハイスピードテクニックが出現して転倒による傷害
発生がたかまったのは事実である。
3．　昭和16年～昭和22年
　めざましい発展をみせ始めた一般スキーも，太平洋戦争の開始によって退歩
せざるを得なくなった。物資の不足，旅行の制限，スキーヤーの出征，スキー
は贅沢な遊びという考え方等が原因である。全日本選手権や全日本学生選手権
大会も中止され，僅かに戦技スキーとして軍事訓練的色彩の活動がなされたに
すぎない。当然スキー傷害の発生件数も減り，これらに関する調査報告もなさ
れていない。
　昭和20年終戦により，再び自由な活動が許されるようになったが，食糧不足
と旅行の不便さ，更には用具の入手困難等があって，戦前の隆盛に追いつくに
は多少の時間を要した。しかし熱心なスキーヤーは，これらの困難を克服して
雪山へ出かけ，戦前からの技術の研究や，再び冬季オリンピックへの復帰を願
って努力する姿もみられた。
4．　昭和23年～昭和30年
　戦後スキーが急激に盛んになり出したのは，昭和23年頃からである。22年に
不自由な中でインカレが開催されたことなどもあるが，決定的な原因としては，
駐留米軍の手によるスキーリフトの架設である。志賀高原丸池と札幌藻岩山が
それである。スキーとは長い時間の苦労によって登り，そして短かい滑走時間
で楽しむものと考えていた日本人にとって，リフトは驚異であった。登行時間
の短縮は滑走時間を10倍にしたという報告もあり，又従来困難であった高い山
への挑戦も可能にし，スピードアップされた滑降に多くの人々が惹きつけられ
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たのは当然である。しかし同時に急激なスキー傷害の増加が見られるようにな
った。前にあげた利点が，そのまま外傷発生の原因となったのである。加えて
スピードに耐えるための前外傾技術が強調され，カンダハー・ビンディングに
ょる保持だけでは不充分であるとして，スキー木部に靴を固定するため前傾バ
ンドを使用するようになった。従来，固定バッケンであったため，左右方向へ
の動きが固定されて足関節捻挫が多かったが，加えて前傾バンドによって前後
方向の運動も制約され，足関節，腓脛骨骨端の骨折が多くみられるようになっ
たのである。このような悪条件の積み重ねに対して当然対策がたてられなけれ
ばならない訳であるが，まつなされたことは，事故発生後の処置をスムーズに
するために，スキーパトロールを配置することと，治療のために診療所を設け
ることであった。又締具については，固定バッケンからフリーバッケンへ，そ
してセーフティ・ビンディングへと研究が進められたが，何れも外国で開発さ
れたものであって，日本独自の立場での安全器具の開発はなされなかったので
ある。
5．昭和31年～昭和44年
　昭和30年代に入ると，もうスキー場の様相は一変していた。スキー場とは都
会から自家用車で直接入ることができ，リフトロープウェイ等が架けられ，と
とのった宿泊施設や休憩所があり，緩急様々な斜面を持つところでなければな
らないと考えられるようになってきた。従来の畑や萱場，木材伐出後の斜面を
利用するだけでは不充分で，新らたに斜面を切り開き，更には山を削りとって
造成するものすら現われてきた。用具は一層高級化し，競技のアルペン選手が
使用する服装用具がそのまま一般スキーヤーに使用されるようになった。技術
的にも30年フランスからピエール・ギョー，アンリ・オレイエの来日，33年の
オーストリヤのルディ・マット，更に38年と42年にクルッケンハウザーの来日
があって，ヨーロッパにおけるスキー技術論争がそのまま日本に持ちこまれ，
ローテーションだ，バインシュピールだと猫の目のように変る技術論に，一般
スキーヤーが振り回わされた時代であった。競技でも札幌オリンピック開催が
決定し，果して日の丸があがるかということが国民の関心をあつめ，今やスキ
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一は国民的スポーツの地位を占めるに至った。
　スキー傷害は次第に社会的関心を集め，全日本スキー連盟傷害防止対策委員
会や関係機関のPRも次第に徹底して，発生率の低下が報告されるようになっ
たが，激増するスキーヤーの数から発生数はむしろ増加していると考えられ，
抜本的対策を建てる必要性が叫ばれるようになってきた。用具の面では，スキ
ー板のオフセットエッジが切挫創増加の原因となり，固い深いケミカル・シュ
ーズがブーツ骨折の原因であることが報告されている。又技術的には，スピー
ド・コントロールを主とした各国の技術が，いかにスピードを追求するかとい
う方向に進んだため，初級スキーヤーまでがスピード，スピードと騒ぎ，ゲレ
ンデの混雑とともに自己の転倒や他人又は障害物との衝突を招くことになった。
結果として，事故件数の増加と共に死亡につながる重症事故例がみられるよう
になったのである。そして，従来他人によるスキー事故の場合でも，スポーツ
活動中の事故として法的責任を問われることは殆んどなかったが，その人の一一
生を左右し，生命にも関する事故の発生は法的にも責任あるものとする判例が
あらわれて，いよいよスキー傷害は社会問題とされるようになったのである。
6．昭和47年～
　札幌オリンピックの成功によって，スキーは完全に日本の国民スポーツとな
った。スキー場開発の進み方や，スキー産業の発達はめざましいものがある。
ヨーロッパ観光のオフシーズンである冬に，スキーを担って出かける日本人ス
キーヤーの数はここ数年激増し，更にカナダ，アラスカ，そして夏季には南半
球のオーストラリヤ，ニュージランド，南米と1年中世界のすべての積雪地に
日本人スキーヤーの姿が見られるようになった。これらにともなって，スキー
傷害事故も広汎にわたり，ヨーロッパで日本人スキーヤーの死亡事故が報告さ
れたり，国内では新らしく開発されたスキー場で，斜面全体の雪崩による事故
があったりして，従来の対策では不充分と考えられるようになっている。
V　スキー傷害防止対策
以上述べた点から明らかなように，スキー傷害はスキーヤーの増加，スキー
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ヤーの意識の変化，スキー場開発による規模の増大，スキー用具の変化，スキ
ー技術の変遷等が大きな要因になっている。スキー傷害防止のためには，これ
ら全般について対策をたてなければならないが，いずれをとっても簡単に解決
できる問題ではない。
　全日本スキー連盟傷害防止対策委員会編「スキーと安全」によれば，スキー
ヤー及び指導者の安全教育，スキー場管理，スキー服装用具メーカーの協力，
スキー連盟普及部における技術研究での安全への配慮等を解決策として挙げて
いるが，この徹底はむずかしい。結局残念ではあるが，法的な規制がどうして
も必要になると考えられる。即ちスキー場法の制定により，スキー場開設の規
準を厳格にし，スキー場経営者の安全管理についての責任を明確にするととも
に，スキー場におけるスキーヤーの危険な行為を禁止することが必要になる。
又用具については安全規準を定め，検定を実施する。スキー指導者やスキーパ
トロールについても，国家による技能検定を実施してその資質を向上させ，安
全優先の技術開発や指導法研究がなされなければならないであろう。
　このような考え方に対して，スキー指導者がどのように考えているか，参考
のために和昭48年スキージャーナル社刊「スキー研究』に掲載されたスキー指
導者に対する7ンケートの関係項目の集計結果を示すと，次の通りである。
　設問工
　　スキーは本来危険なスポーッであり，多少の傷害事故はやむをえないと思
　いますか。
　イ，はい　38．5％　ロ，いいえ　60．0％　ハ，その他　1．5％
　設問1
　　傷害防止のため，スキー靴やセーフティ・ビンディングについて規格統一
　をはかるべきだと思いますか。
　イ，はい60．0％　ロ，いいえ　35．9％　ハ，その他4．1％
　設問皿
　　スキー場管理について，スキー場法等による法的規制をする必要があると
　思いますか。
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　イ，はい　76．7％　ロ，いいえ　18．　8％　ハ，その他4．5％
　設問IV
　　傷害防止および救急活動のため，公認パトロールに限定された法的権限を
　与えるべきだと思いますか。
　イ，はい　77．2％　ロ，いいえ　18．6％　ハ，その他4．2％
　以上のように，スキー指導者層においても，傷害防止のため何等かの法的規
制を必要とするという考え方を持っていることがうかがわれるのである。
　それではこれらの期待にこたえるような法令等は存在するのであろうか。少
数ではあるが関係各省庁，地方自治体に個々バラバラに制定されてはいる。し
かし統一的視野の下に制定された法令がないため充分な効果を挙げることがで
きないでいる。比較的はっきりした形で安全スキーに関する表現がなされてい
る農林省の「国有林野内におけるスキー場の取扱要領について」と長野県自然
保護条例にもとつく「長野県ゴルフ場等開発事業指導要領」につい関係項目の
一部を参考として掲げる。
　国有林野内におけるスキー場の取扱い要領について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和48年9月26日改正）
第1趣旨
　国民生活水準の向上，都市の異常な膨張，社会生活の複雑化等種々の原因
により，自然の山野に対する国民の利用が累年増加の一途をたどり，その結
果として自然風景の保護は勿論，安全且つ容易に大衆が利用することのでき
る施設の設置を図ることが極めて緊急の問題となっているが，従来，これに
ついては，国有林野事業としては積極的な施策がなされず，自然の利用にま
かせていたのであるが，特に大衆のスキーのための国有林野の利用について
は，管理保護及び経営上これを放任しておくことは，許されない状況であ
る。
　そこで，これに対する適切な措置を講じ国有林野の管理経営の適正を期す
るとともに，国民の福祉厚生に寄与せんとするものである。
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第4　スキー場の管理運営
　利用者の安全確保等を図るためのスキー場の管理運営は，次により行なう
ものとする。
　3．1または2の規定による使用許可等の条件に係る安全対策等の具体的実
　施事項については，現地の実態に即し，かつ社会通念上妥当な内容のもの
　とするよう留意して指導するものとする。
別紙　○○スキー場の管理運営に関し，○○施設敷地の使用許可の条件とし
　　て遵守すべき事項
　（趣旨）
第1条○○スキー場は，国有林野の管理運営の一環として，スキーによる
　レクリエーション利用を通じて国民の福祉厚生に寄与しようとするもので
　あり，使用を許可された者（以下「乙」という。）は，以下に定めるとこ
　ろにより，利用者が安全かつ快適に利用できるよう誠意をもってその管理
　に当らなければならない。
　（スキー場の管理運営計画等）
第2条乙は，パトロールの実施，スキー場の整備その他次条以下に定める
　事項を記載した○○スキー場の管理運営に関する計画を定めスキー場の供
　用開始1ヵ月前までに，○○営林署長（以下「甲」という。）あて書面を
　もって提出し，甲の承認を受けなければならない。
　（安全の確保）
第3条乙は，スキー場の供用期間中，利用者の安全を図るため，気象，積
　雪等の状況，ゲレンデ，標識類の整備状況，危険物の有無等に注意し，必
　要な標識等を整備するとともに，危険物を除去し，状況に応じ危険個所の
　滑降禁止，スキー場の全面使用禁止等を行ない利用者に周知させなければ
　ならない。
2　乙は，スキー場における災害および事故の防止等を図るため，必要な注
　意事項を利用者の見やすい場所に掲示しなければならない。
3　乙は，前項の措置を的確に行なうため，必要なパトロールを行なわなけ
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　ればならない。
　（救急体制の整備）
第4条乙は，利用者の不慮の負傷発病に際し，迅速適切な措置がとられる
　よう救急体制を整備しておかなければならない。
　（損害賠償等）　・
第8条乙は，この遵守すべき事項に定める義務を履行しなかったため利用
　者または国に損害を与えた場合は，その責を負わなければならない。
　長野県ゴルフ場等開発事業指導要綱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和48年7月19日）
　（趣旨）
第1　この要項は，ゴルフ場等の開発について，開発区域及びその周辺の地
　域における自然の保護，環境の保全，災害の防止等を図りつつ秩序ある開
　発を行なうため，法令に定めがあるもののほか必要な事項を定めるものと
　する。
　（別表）ゴルフ場等開発基準
　2　開発事業別事項
　　㈲　スキー場の安全確保について，次の処置を講ずること。
　　　（7）気象状態の推移に十分注意して，多量の降雪，雪崩の発生しやす
　　　　い降雪，積雪の変化，著しい気温の変化，強風状態等雪崩が発生し
　　　　やすくなる危険状態を予知するための組織を設置しておくこと。
　　　（／）スキー場及びその周辺において定期的にパトロールを実施して，
　　　　危険箇所を早期に発見し，危険を事前に除去するための処置を講ず
　　　　ること。
　　　（ウ）雪崩の発生が予想される事態に至ったときは，利用者に対し，速
　　　　やかにその旨を周知させるとともに，リフトの停止，ゲレンデの閉
　　　　鎖等の処置を講ずること。
　　　（Z）スキー場全体を示した案内板，危除な地区又はスキー場以外の地
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　域への立入り禁止標識，利用者の誘導標識等を整備すること。
囲利用者のスキー道徳の普及啓蒙に努め，利用者の不注意に起因す
　る事故の防止に努めること。
〔カ）雪崩等の事故が発生した場合に備えて，連絡，避難誘導及び救助
　のための組織を設置するとともに，救助に必要な用具を常備してお
　くこと。
　以上は，一つは国有林野，他は長野県と限定された範囲に適用されるもので
あり，他にも同様の規程が存在するようである。
　又，用具については，通産省の「消費物資安全法」があり，スポーツ用具の
安全規準について示されているが，スキーについては明確な規準がない。運輸
省陸運局のリフト，ロープウエイ等架設運営規準も，一般的な旅客運送の規準
を適用したもので，スキー場という特殊な立場から考えれば不充分なものであ
る。
　今後，スキー場における安全対策の確立のためには，これらバラバラの法令
をまとめ，『スキー場法」，あるいは「スキー安全法』といった統一的な法制定
がなされなければならないと考える。
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